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1. まえがき  
　この 20 年間に、海辺の自然再生事業の主たる
手立てとして、数多くの干潟あるいは海草藻場が
再生（修復や創出）されてきた。公共事業としてこ
れまで海辺の再生が進められてきたものの、現在
は転換期にあると考えられる。それは、公共財政
が逼迫し、費用対効果が厳しく査定されるように
なってきたことによる。この状況が続くと、これ
まで認識されてきた海辺の価値（水質浄化、食料供
給、リクリエーションなど）だけでは、費用便益の
観点からは訴求力が低下し、自然再生事業が先細
りになると予想される。したがって海辺の新たな
価値の発掘と説明が、今後ますます必要となる。
　新たな価値の発掘という観点から注目されつつ
あるのが、「ブルーカーボン」である。ブルーカー
ボンにより、海辺の資本価値や便益が向上するこ
とが期待される。そして、費用対効果の面から公
共事業としての訴求力向上、あるいは非公共への訴求
により「税金」でない資金の導入による民間主導の自然
再生事業が期待される。
　2015（平成 27）年秋、一般社団法人ブルーカーボン
研究連携機構が発足した。海洋を基盤とした二酸化炭
素削減技術であるブルーカーボン、および下記で説明
するブルーリソースに関する調査・検討を行うととも
に、それらの普及啓発を行うことが期待されている。
　本稿では、ブルーカーボンやブルーリソースの概要
と、一般社団法人ブルーカーボン研究連携機構につい
て紹介する。

2. ブルーカーボンとは  
　海洋生物によって生態系内に隔離された炭素のこと
を、2009（平成 21）年に国連環境計画（UNEP）は「ブルー
カーボン」と名付けた1）。陸域や海洋は、地球における
炭素の主要な貯留場所となっている。陸域と比較して
海洋が炭素貯留場所として重要なのは、海洋堆積物中

に埋没したブルーカーボンが長期間（数千年程度）分
解無機化されずに貯留される点である1）。全球の海底
堆積物へは、年間 2.4 億 t C の炭素が新たに埋没し貯
留すると推計されているが、河口浅海域はそのうち
の約 79%（1.9 億t C）を占め、主要な炭素の埋没場所と
なっている（図-1）1）。
　したがって、温室効果ガスのうち最も主要な二酸化
炭素（CO2）を、大気から除去し大気外へ隔離し貯留さ
せる、いわゆるCCS（Carbon Capture and Storage）の
仕組みが、海洋生態系とりわけ河口浅海域において有
効に機能している。
　UNEPは浅海生態系の保全が気候変動対策の文脈に
おいても重要であることを主張している。それは、堆
積物中に長期間貯留されるはずのブルーカーボンも、
もし人為影響などによって攪乱を受けると酸化分解を
受けて無機化され、CO2となり大気へ容易に回帰して
しまうからである。

「ブルーカーボン研究連携機構が発足」
一般社団法人ブルーカーボン研究連携機構

図-1　全球における炭素循環図。文献1,2）より作図。河口浅海域
では毎年 1.9 億 t の炭素が貯留される。河口浅海域が大気中の
CO2の吸収源なのかそれとも排出源なのかについての研究が、近
年盛んである。

　海草場をはじめとする河口浅海域は、高い一次生産力、穏やかな波や流れ、そして陸域からの土砂や
有機物の流入といった要因により、有機物を海底堆積物中に効率的に隔離貯留する場である。2009 年
に国連環境計画（UNEP）は、海洋生物によって吸収され貯留される炭素を「ブルーカーボン」と新たに称
し、気候変動の緩和の観点から浅海生態系の保全や再生の重要性を主張した。海洋国である我が国にお
いて、海洋基本法の早期具現化、海洋開発の促進、海洋環境の保全・再生といった課題解決に向けた
諸研究の効率的な実施を推進するため、一般社団法人ブルーカーボン研究連携機構を発足させた。
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3. ブルーカーボン調査研究の現状
　海草場、塩生湿地、マングローブ、干潟といっ
た砂泥性の浅海生態系の堆積物が、ブルーカーボ
ンの主要な埋没場所である。しかしながら、ブルー
カーボンの総量や堆積物中へのブルーカーボンの
埋没速度、あるいは浅海生態系と大気との間の
CO2ガス交換については知見が限られており、現
在世界中でその推計が勢力的に進められている。
以下では、ここ数年の間に新たに解明した、河口
浅海域における炭素貯留やCO2ガス交換について
概要を述べる。
3.1 ブルーカーボンのジレンマ : 炭素は貯留する
が、CO2は正味で排出 ?
　炭素埋没場所として河口浅海域の堆積物が重要
であるという認識は深まってきた。それでは、河
口浅海域は本当に大気中の CO2を正味で吸収し、
気候変動の緩和に寄与するのか。
　実は河口浅海域は、陸域から流入した有機物が
分解され無機化する場、すなわち CO2の正味の排出源
との見方が一般的である3,4）。これは、「陸域から海域
へ流入した炭素の一部は分解されて大気へ CO2として
排出、一部は海底堆積物もしくは海生生物体内に貯留、
そして残りは河口浅海域外に流出」というごく自然な
炭素フローとして解釈できる。
　しかし、この炭素フローを気候変動の緩和策の観点
からとらえると、ジレンマを抱えることになる。すな
わち、河口浅海域は、「有機物を長期間貯留するプラ
スの機能と大気中に CO2を正味で排出するマイナスの
機能」を併せ持つ。この符号の不一致は、大気と生物
との間に海水が媒介するため起きる現象であり、陸上
生態系では特に議論されていない。それは、陸上では
大気と生物の間で直接ガス交換されるため、大気中
CO2が正味で吸収された分と同量が、生物体内もしく
は土壌中に貯留されるとみなしているからである。
3.2 本当に排出源なのか
　それでは、地球上のすべての河口浅海域は、CO2の
排出源となっているのか。もし、吸収源となり得る条
件があるならば、有機物を貯留しかつ大気中のCO 2を
正味で吸収する、気候変動の緩和策として魅力的な河
口浅海域が想定可能となる。
　海洋と大気とのガス交換は、海面を通して起きる。
したがって、海水中の CO2が盛んに消費され、海水中
の CO2濃度が大気よりも下がる条件、すなわち、「そ

の場の一次生産速度が高く、呼吸分解速度が低い」条
件が満たされれば、大気中の CO2を正味で吸収すると
予想される。
　そこで、河口浅海域の中でも一次生産速度が高い海
草場に特に注目し、大気中の CO2を正味で吸収するか
どうか検証してみた。その結果、渦相関法をはじめと
する新たな計測技術の開発と導入によって、海草場が
年間を通じて大気中 CO2の正味の吸収源となり得るこ
とを、世界で初めて実証した（図-2）5）。北海道の風連
湖のアマモ場では、年間1,400t（1ha当たり年間約0.24t）
の CO2が、正味で吸収されていると見積もられた。
　大気-浅海生態系間のCO2交換速度の観測や解析は、
現在広がりをみせている。国内では海草場に加え、干
潟、湿地、サンゴ礁などで観測が進められている。湿
地では正味で吸収、あるいは海草場 >干潟 >サンゴ
礁の順に正味で吸収との報告例がある一方、干潟では
正味で放出の報告例もある。現地観測データの蓄積に
より、交換速度を規定する要因についての解析が可能
となり、将来予測へ道もひらける。一次生産や呼吸分
解といった生物過程のほか、風速や pH、塩分といっ
た要因が、CO2のガス交換速度を決定づけていること
が明らかとなってきた。
3.3 スケールアップ : 大阪湾や東京湾も正味でCO2吸収
　個別の浅海生態系から空間スケールを広げ、内湾域
全体としてみた場合はどうであろうか。内湾域は、前

図-2　海草場における炭素フロー図。文献５）を改変。生態
系全体の総生産速度（P）が呼吸分解速度（R）を上回る場では、
年間を通じて大気中CO2を正味で吸収しうる。北海道の風
連湖のアマモ場では、年間 1,400t（1 ha 当たり年間約 0.24t）
の CO2が、正味で吸収されていると見積もられた。
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述のとおりCO2の排出源と認識されているが、国内の
大阪湾や東京湾では、それがどうも当てはまらないよ
うである。この 2つの都市海域は、年間を通じて正味
で吸収している6,7）。なぜこの 2海域では、通説とは異
なり内湾域全体で吸収源となりうるのか。これを機構
的に説明する仮説をたててみた（図-3）8）。
　国外での研究事例で排出源となっているサイトで
は、人間活動の影響を比較的受けていないのに対し、
吸収源となっているサイトでは、背後の土地利用形態
が都市域もしくは農地など、人間活動の影響を受けて
いることに目をつけた。人間活動の影響を受ける場所
は、（1）多量の栄養塩の流入、（2）下水処理によって炭
素が相対的に多く除去され、栄養塩が残存した淡水が
流入、（3）流入水中の残存炭素は難分解性のものが多
い、といった特徴がある。これらの特徴により、海域
での一次生産が促進される一方、陸起源の有機物は分
解無機化されにくい。人間活動の影響を受けた内湾が
通説とは違いCO2の吸収源となるのは、このような機
構によると考えられる8）。

4. ブルーカーボン調査研究の社会実装
　河口浅海域によるCO2の吸収や炭素隔離の有効性に
ついて、科学技術の面からは明らかとなってきた。し
かし、ブルーカーボン調査研究の社会実装、すなわち
気候変動の緩和策としての河口浅海域の保全や再生
は、どの程度見込みがあるのか。以下に見通しを示し
てみたい。
4.1 他の緩和技術との比較
　第一に、浅海生態系のブルーカーボンを用いる技術
は、社会実装への障壁が小さく、持続可能といった長
所がある。海洋鉄散布をはじめ、CCSや藻類バイオ燃

料プラントといった他の緩和技術
は、諸問題（コスト、製造・輸送過
程における CO2排出、環境への悪
影響）を抱えるため、社会実装の
ためには解決すべき障壁が存在す
るが、ブルーカーボン技術はこの
障壁が低い。
　第二に、浅海生態系の再生事業
により、気候変動の緩和だけでな
く、他の生態系サービス（食料供給、
水質浄化、観光レク、防災減災な
ど）の効果（コベネフィット）も期待

できる。
　第三に、ブルーカーボンは自然プロセスを用いた緩
和策のため、他の技術より不確実性が高く、さらに、
大気からのCO2隔離速度が遅いといった短所がある。
4.2 国内外の動向
　横浜市は、トライアスロン大会で発生する CO2を、
海の活用によりオフセットするという、ブルーカーボ
ンオフセットクレジットを、2014 年から世界で初めて
社会実装しはじめている（図-4）9）。このクレジットは、
浅海生態系の再生効果に対してではなく、海産物の製
造加工の工夫や、海水を活用したヒートポンプによる
CO2の排出抑制効果に対して創出された。現在、浅海
生態系の再生によるクレジット創出の準備が進捗して
いるようである。
　カーボンオフセットクレジットは、これまで気候変
動枠組み条約（UNFCCC）や気候変動に関する国際パネ
ル（IPCC）で合意された内容にもとづき、取引の仕組み
が決定され市場が創設される流れであった。しかしな
がら、直近のUNFCCCの締結国会議（COP21）におけ
る「パリ協定」でも明らかなように、世界統一の手段で
対策を講じるという考え方は、すでに現実味を失って
きている。今後は世界統一ではなく、各国が自主目標
を掲げ、各国の独自の手段のもと緩和策が措置され、
各国が相互監視する枠組みへ変わっていく。つまり今
後の気候変動対策は、トップダウン型ではなく、ボト
ムアップ型が主体となる可能性がある。その意味で
は、横浜市が海洋を用いたカーボンクレジットを、世
界ではじめて社会実装した意義は大きいと思われる。
　ローカルな事情に合わせたブルーカーボンクレジッ
トの社会実装を展開するためには、今後、科学技術的
根拠にもとづく計測手法の開発10）ならびに透明性のあ

図-3　下水処理された淡水が流入する沿岸海域ほど、大気中CO2の正味の
吸収源となる可能性がある。文献８）を改変。
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る報告方法や検証など、独自の技術開発やルールづく
りを進めていく必要がある。

5. ブルーカーボン研究連携機構の設立  
　社会実装を行った横浜市で先駆的な検討を行った研
究者等を中心に、2015 年秋にブルーカーボン研究連携
機構が設立された。海洋環境、水中ロボット、港湾、
エネルギーやクレジット等の研究分野の専門家によ
る、海洋を軸とした総合的な取り組みが期待されている。
5.1 横浜市での先駆的検討
　横浜市の海岸線長さは約 140km あり、日本全体の
3%にもなる。横浜市の先駆的な検討では、海洋で実
施可能な温暖化対策はUNEP が提唱するブルーカー
ボン、すなわち海洋生物による二酸化炭素吸収に限ら
ないこととした。船舶陸電や海水ヒートポンプ等によ
る海洋関連のエネルギー削減技術を「ブルーリソース」
と名付け、ブルーリソースを活用することによる温室
効果ガスの削減にも着目している。
　また、ブルーカーボンおよびブルーリソースの取り
組みを通じて「親しみやすい海づくり」を進め、人と海
の良好な関係を築くことも重要だと考え、ブルーカー
ボン、ブルーリソース、親しみやすい海づくりの 3つ
を「横浜ブルーカーボン」とし、海洋を軸とした温暖化
対策を推進している。
　ブルーカーボンを“見える化”および“市場価値

化”する仕組みとして、検討時には二つのカーボンオ
フセット制度があった。環境省所管のクレジットオフ
セット制度および経産省等所管の国内クレジット制度
である。前者は一般的な排出量削減プログラムであり、
後者は大企業の資金を利用して中小企業の排出量を削
減しようとしたものであった。なお、2008（平成20）年
から 2011（平成 23）年時点までの認定実績は、前者が
81件 13.7万t、後者が404件 22.8万tであった。現在は、
「Ｊ-クレジット精度」として両者が統合されている。
　前者の事務局である「気候変動対策認証センター」
および後者の事務局である「みずほ情報総研株式会社」
に対し、横浜ブルーカーボンの取り組みによる温室効
果ガス固定・削減量の認証可能性についてヒアリング
を行った。
　この結果、両制度は京都議定書の考え方に基づい
ているため、ブルーリソース（海洋関連エネルギー削
減技術）については既存方法論の変更または新規方法
論の作成により認証できる可能性があるが、京都議定
書における吸収源対策として認められていないブルー
カーボンおよび食用利用については現段階では認証は
困難との回答が得られた。
　一方、自治体独自制度であれば自由度が高く、ブルー
カーボンおよびブルーリソースを認証することが可能
であるため、横浜市独自のカーボンオフセット制度に
より横浜ブルーカーボンの見える化・市場価値化を推

進することとした。この自治体独
自の制度では、国際的な取引や活
動には発展しようがないが、地域
振興や環境保全に貢献できる。
5.2 ブルーカーボン社団設立
　2015 年、横浜市の後援を受け
て、FM横浜主催のヨコハマブルー
カーボンアカデミーが行われた。
横浜市が進めているブルーカーボ
ン事業を啓蒙するとともに、一般
の方々から新たな仕組み等への意
見をいただいた。活動は、FMラ
ジオでも広く放送され、ブルー
カーボンという名前が世の中に浸
透するとともに、多くの関心を引
いた。
　さらに、このアカデミーを契機
として、海洋基本法の早期具現化、

図-4　社会実装された「横浜ブルーカーボンオフセット事業」の概要９）。ブルー
カーボンを活用したカーボン・オフセット制度を導入した。具体的には、地元
産わかめの地産地消などによるCO2削減分を、世界トライアスロンシリーズ
横浜大会と横浜シーサイドトライアスロン大会の開催で排出されるCO2でオ
フセットしている。
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海洋開発の促進、海洋環境の保全・再生といった課題
解決に向けた諸研究の効率的な実施を推進するため
に、一般社団法人ブルーカーボン研究連携機構が発足
した（写真-1）。海洋を基盤とした二酸化炭素削減技
術であるブルーカーボンおよびブルーリソースに関す
る調査・検討を行うとともに、それらの普及啓発を行
うことが期待されている（図-5）。

理事長   刑部 　   真弘
理　事　桑江    朝比呂
理　事　三上　 　己紀
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写真-1　一般社団法人ブルーカーボン研究連携機構の
発足記念講演会（2016 年 3月 10 ～ 13日）

図-5　一般社団法人ブルーカーボン研究連携機構の
ミッション


